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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

1. 連結の範囲に関する事項 当社の連結子会社は、エブリ株式会社、ＮＣＳサポート

＆サービス株式会社、株式会社ファインバス、株式会社

フューチャー・コミュニケーションズ、株式会社テクノ

インフィニタス、恩愛軟件（上海）有限公司の６社であ

ります。

2. 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した関連会社 なし

(2) 持分法を適用しない関連会社 １社

会社等の名称 アイ・システム株式会社

持分法を適用しない理由

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、株式会社テクノインフィニタス、恩

愛軟件（上海）有限公司の決算日は、12月31日でありま

す。連結計算書類の作成にあたっては同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いて、連結上必要な調整を行っております。
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4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

1) 満期保有目的の債券 償却原価法(定額法)

2) その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。)

時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

1) 商品

　 コンピュータ機器

　 その他の商品

個別法

総平均法又は最終仕入原価法

2) 仕掛品 個別法
　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産除く)

定額法

② 無形固定資産（リース資産除く)

ソフトウエア (市場販売目的のソフトウエア)

見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（３年）に

基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却

する方法

(社内利用のソフトウエア)

見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

上記以外の無形固定資産 定額法

③ リース資産

(所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産)

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定

する定額法によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては財務内容評価法によって回収不能見込額を計上

しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しております。

④ 受注損失引当金 請負契約プロジェクトに係る将来の損失に備えるため、

損失発生の可能性が高く、その損失額を合理的に見積る

ことができる請負契約プロジェクトについて、当該将来

損失見込額を引当計上しております。受注損失の発生が

見込まれる請負契約プロジェクトについて仕掛品が計上

されている場合には、当該将来損失見込額のうち、当該

仕掛品残高を限度として仕掛品残高から直接控除し、控

除後残額を受注損失引当金に計上しております。

なお、当連結会計年度末につきましては、将来損失の発

生が見込まれる請負契約プロジェクトが存在していない

ため、受注損失引当金を計上しておりません。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における見込額に基づき計上して

おります。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結

会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職

給付に係る調整累計額に計上しております。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上

基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実

性が認められるソフトウエア取引については進行基準

（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のソフト

ウエア取引については完成基準を適用しております。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

在外子会社の資産・負債及び収益・費用は、在外子会社

の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定に含めておりま

す。

(7) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってお

ります。
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（表示方法の変更）

1. 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を

当連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見

積りに関する注記を記載しております。

（重要な会計上の見積り）

1. 進行基準売上高

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

進行基準売上高 1,600,141千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定

連結注記表「注記事項（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する

注記等）4.会計方針に関する事項 (5)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとお

り、受注制作のソフトウエア開発において当連結会計年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められる取引については、進行基準を用いて収益計上を行っておりま

す。進行基準の適用にあたり、ソフトウエア開発に係る見積原価総額については、主に

工数及び外注予定額から構成される実行予算を用いて算出しており、原価比例法により

進捗度を把握し進行基準売上高を算定しております。

②翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

見積原価総額の算出に際し、仕様追加や開発方式の変更等様々な要因により実行予算

の主な要素である開発に必要となる工数及び外注予定額の見通しが変化する場合には、

見積原価総額が変動し、損益へ影響を与える可能性があります。
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（追加情報）

新型コロナウイルス感染症の動向につきまして、依然として収束の兆しが見えておらず、

感染拡大・縮小の波が今後も断続的に発生し翌連結会計年度の当社グループの業績へ影響を

及ぼすものと認識しております。このため会計上の見積りを行うにあたり、当該新型コロナ

ウイルス感染症の影響について、当連結会計年度末時点で入手可能な情報に基づき、2021年

９月末（翌連結会計年度の第２四半期末）まで当社グループの業績を一定程度下落させるも

のの、その後、徐々に正常化に向かっていき業績への影響は軽微なものとなるとの仮定を置

いて、繰延税金資産の回収可能性の判断をしております。

（連結貸借対照表に関する注記）

1．有形固定資産減価償却累計額 518,564千円

（連結損益計算書に関する注記）

1. 特別損失

(1)固定資産除却損

建物附属設備 1,695千円

工具、器具及び備品 1,107千円

(2)減損損失

当社グループは当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しており

ます。

場所 用途 種類 減損損失

大阪府大阪市 事業用資産 ソフトウエア 549千円

当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分により資産のグル

ーピングを行っております。上記の事業用資産につきましては、当初予定していた収益を

見込めなくなったため、回収可能性を考慮の上、減損損失を認識し特別損失に計上してお

ります。

なお、資産又は資産グループの回収可能額は使用価値によって測定しておりますが、将

来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるため、回収可能額をゼロとして

おります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期 首 の 株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度末

の 株 式 数

普 通 株 式 20,000,000株 － 2,000,000株 18,000,000株

(変動事由の概要)

2020年10月27日開催の取締役会決議による自己株式の消却による減少 2,000,000株

2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

2020 年 ５ 月 15 日

取 締 役 会
普 通 株 式 439,801 利益剰余金 24.00 2020 年３月 31日2020年６月４日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力の発生日が翌連結会計年度と

なるもの

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効 力 発 生 日

2021 年 ５ 月 13 日

取 締 役 会
普 通 株 式 251,121 利益剰余金 15.00 2021 年３月 31日2021年６月７日
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（金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取り組み方針
当社グループは、資金運用については原則、短期的な預金等としており、また、資金調

達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。
(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。有価証券及び投資
有価証券は主として株式、債券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。当該
リスクに関しては、定期的に時価を把握し、明細表を作成する等の方法により管理してお
り、また、その内容を取締役会に報告しております。
営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は、そのほとんどが３ヵ月以内の支払

期日であります。借入金は運転資金の調達を目的としております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認
められるものは、次表には含めておりません。（（注）２．時価を把握することが極めて困
難と認められる金融商品をご参照ください。）

（単位：千円）

連結貸借対照表

計 上 額
時 価 差 額

(1)現金及び預金 8,244,401 8,244,401 －

(2)受取手形及び売掛金 5,229,740 5,229,740 －

(3)有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 930,305 930,305 －

資 産 計 14,404,447 14,404,447 －

(1)支払手形及び買掛金 643,123 643,123 －

(2)未払金 1,053,465 1,053,465 －

(3)長期借入金 20,012 19,929 △83

負 債 計 1,716,601 1,716,518 △83

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引

金融機関から提示された価格によっております。
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負 債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 未払金

これらはすべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 (単位：千円)

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 88,664

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「資産(3)有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　

（１株当たり情報に関する注記)

(1) １株当たり純資産額 557円43銭

(2) １株当たり当期純利益 45円04銭

　

（その他の注記）

退職給付関係

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は退職一時金制度及び確定拠出年金制度を設けております。

なお、一部の連結子会社の退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び

退職給付費用を計算しております。

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 3,483,944千円

　勤務費用 207,845千円

　数理計算上の差異の発生額 22,300千円

　退職給付の支払額 △282,016千円

退職給付債務の期末残高 3,432,074千円
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(2) 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

非積立型制度の退職給付債務 3,432,074千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,432,074千円

退職給付に係る負債 3,432,074千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,432,074千円

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 207,845千円

数理計算上の差異の費用処理額 72,960千円

確定給付制度に係る退職給付費用 280,805千円

(4) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま

す。

数理計算上の差異 50,659千円

　合 計 50,659千円

(5) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであ

ります。

未認識数理計算上の差異 △463,678千円

　合 計 △463,678千円

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　 主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.0％

３． 確定拠出制度

　 当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、130,499千円であります。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

(2) 子会社株式及び関連会社株式

償却原価法(定額法)

移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。)

時価のないもの 移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(1) 商品

　 コンピュータ機器

　 その他の商品

個別法

総平均法

(2) 仕掛品 個別法

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産除く）

定額法

(2) 無形固定資産（リース資産除く）

　 ソフトウエア (市場販売目的のソフトウエア)

見込販売数量に基づく償却額と見込有効期間（３年）

に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を

償却する方法

(社内利用のソフトウエア)

見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

上記以外の無形固定資産 定額法

(3) リース資産

（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算

定する定額法によっております。
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4. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等特定の債

権については財務内容評価法によって回収不能見込額

を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。

(4) 受注損失引当金 請負契約プロジェクトに係る将来の損失に備えるた

め、損失発生の可能性が高く、その損失額を合理的に

見積ることができる請負契約プロジェクトについて、

当該将来損失見込額を引当計上しております。受注損

失の発生が見込まれる請負契約プロジェクトについて

仕掛品が計上されている場合には、当該将来損失見込

額のうち、当該仕掛品残高を限度として仕掛品残高か

ら直接控除し、控除後残額を受注損失引当金に計上し

ております。

なお、当事業年度末につきましては、将来損失の発生

が見込まれる請負契約のプロジェクトが存在していな

いため、受注損失引当金を計上しておりません。

(5) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (10年）に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。

なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計

処理の方法は連結計算書類における会計処理の方法と

異なっております。
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5．収益及び費用の計上基準

受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上

基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が

認められるソフトウエア取引については進行基準（進

捗率の見積りは原価比例法）を、その他のソフトウエ

ア取引については完成基準を適用しております。

6. 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

（表示方法の変更）

1. 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を

当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する

注記を記載しております。

（重要な会計上の見積り）

1. 進行基準売上高

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

進行基準売上高 1,600,141千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表「注記事項（重要な会計上の見積り）1.進行基準売上高」に記載した内容と

同一であります。

（追加情報）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りにつきましては、連

結注記表「注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しており

ます。
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（貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産減価償却累計額 439,874千円

2. 関係会社に対する短期金銭債権 3,745千円

短期金銭債務 193,632千円

　

（損益計算書に関する注記）

1．関係会社との取引高

営 業 取 引 高

売 上 高 11,326千円

仕 入 高 171,970千円

外 注 費 1,035,295千円

そ の 他 218,197千円

営業取引以外の取引高 67,407千円

　

2．特別損失

固定資産除却損

建物付属設備 1,464千円

工具、器具及び備品 588千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 1,674,937株 1,605,132株 2,021,500株 1,258,569株

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

2020年10月27日開催の取締役会決議による自己株式の取得 1,605,100株

単元未満株式の買取請求による増加 32株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

2020年10月27日開催の取締役会決議による自己株式の消却 2,000,000株

役員及び従業員への譲渡による減少 21,500株
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（税効果会計に関する注記）

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 368,252千円

　退職給付引当金 830,673千円

　関係会社株式評価損 248,104千円

　関係会社出資金評価損 101,043千円

　賞与引当金 297,536千円

　減価償却の償却超過額 38,796千円

　その他 180,834千円

繰延税金資産小計 2,065,240千円

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △310,833千円

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,294,074千円

評価性引当額小計 △1,604,907千円

繰延税金資産合計 460,332千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △138,237千円

繰延税金負債合計 △138,237千円

繰延税金資産の純額 322,095千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な

項目別の内訳

当事業年度
(2021年３月31日)

法定実効税率 30.6％

(調整)

　交際費等永久に損金に算入
　されない項目

0.2％

　役員賞与損金不算入額 3.1％

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△2.9％

　住民税均等割等 1.6％

　繰越欠損金の期限切れ額 46.1％

　評価性引当額 △70.8％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

7.8％

― 15 ―

　



（１株当たり情報に関する注記)

(1) １株当たり純資産額 539円38銭

(2) １株当たり当期純利益 38円25銭
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